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〈 1. 書評論文 〉 
1-1. 労働と自己の管理・調整  
――「自己」によって不可視化されるもの― 
牧野智和『自己啓発の時代――「自己」の文化社会学的探究』 
（勁草書房、2012 年） 
木村 綾花 
１ はじめに 
 
現代社会では、グローバル化や新自由主義の台頭によって、経済・雇用などの様々な領
域において、個人／社会の双方のレベルでの変化が生じている。現代の産業構造や就労構
造、また家族のあり方といった社会構造や制度が揺らぐと同時に、これまで個人のセーフ
ティーネットとして機能してきた企業、地域コミュニティ、家族の機能が縮小してきてい
るのである。そして、個人はそこから引き起こされる問題やリスクに一人で直面し、自ら
の人生を選択していかなければならない。このことから、現代社会はかつてないほどに個
人の悩みや不安、生きづらさが増大している社会であるといえるだろう。 
このような社会において、それらに対処するため、あるいは自分自身の充実した生き方
を模索するための個人的手段として、自己啓発と呼ばれる営みが注目されている。「自分は
どのような人間だろうか」「どんな人間になりたいのか」「自分の理想の人間像に近づくた
めには何をすべきなのだろうか」。このような自己をめぐる問いは、現代社会を生きる人々
が一度は自問自答したことのある問いではないだろうか。この自己への関心の高まりの中
で、1990 年代以降、自らの生活を振り返り、自己の内部に答えを求めようとする自己啓発
を促進させるメディアとして、「自己啓発メディア」が台頭している。例えば、代表的な自
己啓発メディアとしては、スティーブン・R・コヴィーの『７つの習慣―成功には法則が
あった！個人、家庭、会社、人生のすべて』（キングベアー出版、1996 年）やジェームズ・
アレンの『「原因」と｢結果｣の法則』（サンマーク出版、2003 年）が挙げられる。 
本書は、現代社会における自己啓発―自分自身の認識・変革・資質向上への志向―の
高まりに注目したものである。自己啓発の高まりという現象は、それを社会的文脈の中で
捉えようとする社会要因論や、個人の内面的・本質的問題として捉える個人要因論から描
き出そうとする研究が様々に行われてきた。本書では、自己啓発メディアが有する自己を
めぐる問いに関する知識・技法（＝以下、「自己テクノロジー」）の様態・布置、その社会
的機能に焦点があてられている。そして、自己啓発メディアの内的論理を実証的に読み解
くことによって、現代社会においてどのような「自己テクノロジー」が構築されているの
か、またそのように自己に目を向けさせる社会の構成を明らかにすることが本書の目的で
ある。 
このような本書の目的を踏まえ、本稿では、大学生の就職活動における自己分析に注目
し、現代社会において「自己を問い直す」とはどういうことなのか、そこでの個人のあり
方について考える。また、現代社会において、自己啓発という営みが「役立つもの」とし
て与えられ、個人が「役立つもの」として受容しようとすることはどのような問題を引き
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起こすのだろうか。こうした問いをもとに、「自己と向き合うことが要請される社会の構成」
を明らかにした本書の社会学的研究意義とその射程の限界について議論していくことが目
指される。まず、第 2 章では本書の構成と概要について述べる。次に、第 3 章では本書の
社会学的研究意義とその射程の限界を提示し、第 4 章では本書から得られた視座をどのよ
うに筆者の研究関心と引きつけることができるかについて述べる。最後に、本書の社会学
的研究意義とその射程の限界、筆者の今後の課題を示して本稿を締めくくりたい。 
 
２ 本書の構成と概要 
 
本書は、全六章から構成される。まず、第一章では問題設定と理論枠組の説明がなされ
る。次に、第二章では自己啓発メディアの包括的見取り図と検討課題が導出され、第三章
から第五章では就職用自己分析マニュアル・女性誌『an・an』・ビジネス誌を分析素材とし
た実証研究が行われる。そして、終章では、第二章で導出された課題の検討結果と結論に
ついて述べられている。 
 
2.1 本書の問題設定と理論枠組  
第一章では、本書の問題設定と理論枠組について説明される。著者は、後期近代論を包
括的理論として位置付け、理論枠組の構築を行う。具体的には、A・ギデンズの「自己の再
帰的プロジェクト」、N・ローズの「自己の体制」、M・フーコーの「自己のテクノロジー」
及び「自分自身を構成する流儀」といった概念が援用されている。本稿では各々の概念に
ついて詳細に述べる余裕はないが、それらを踏まえた本書の理論枠組は次のようにまとめ
られるだろう。 
あらゆる価値観・諸前提が揺らぐ社会的流動性の高い社会（後期近代社会）においては、
自己の再帰的プロジェクト―絶えず自己を観察し、問い直し、自己をめぐる問いに取り
組み続けること―が要請され、個人に対して自分自身を変革・管理・調整するための知
識・技法（「自己テクノロジー」）が求められる。そして、それらが人々に自己を変革可能
な存在として認識させ、自己の可能な、望ましいあり方（「自己の体制」）が再帰的に構築
されていくのである。 
この理論枠組のもとで、本書の問題設定は、自己啓発メディアにおいて「自己テクノロ
ジー」がどのように構築され、個人にどのような「自己と自己との関係」を取り結ばせ、
どのような権威を参照することを求め、どのような作業を行うことを促すのかを明らかに
することである。 
 
2.2 自己啓発メディアの実証研究 
第二章では、戦後以降の自己啓発書ベストセラーの分析から、「自己テクノロジー」の変
遷の包括的動向を把握し、第三章以降の実証研究に向けての検討課題を導出することが目
指される。著者は、1990 年代後半の自己啓発書が有する「内面の技術対象化」の重要性を
指摘する。「内面の技術対象化」とは、人間の内面が実践的な働きかけの対象として意識化
され、技術的に変革・管理・調整可能な対象として認識されることを意味する。つまり、自
己啓発書が「自己テクノロジー」の提供によって、自己の可能な、望ましいあり方（＝「自
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己の体制」）を構築する役割を果たすようになるのである。 
この自己啓発書ベストセラーの包括的動向を踏まえ、著者は 3 つの検討課題を導出する。
第一に、1990 年代以降の自己啓発メディアが構築する「自己の体制」に「内面の技術対象
化」志向がみられるか。第二に、自己啓発メディアの社会的機能とは何か。第三に、自己
をめぐる問いに対する権能の布置はどのようになっているかである。この検討課題をもっ
て、第三章から第五章において自己啓発メディアの実証分析が進められる。 
第三章では、大学生の就職活動における自己分析に注目し、就職用自己分析マニュアル
の分析が行われる。就職用自己分析マニュアルは、作業プロセスを通して自己の調整・変
革・客観化していくことによって、一定の自己像の構築が目指される点から、「内面の技術
対象化」志向を有するといえる。著者は、1990 年代前半以降、自己分析を行う目的が、採
用市場の変化などをその理由に組み込みながら、複雑化・濃密化していくことを指摘する。
そして、就職活動の過程における自己分析は半ば強制的に誘導され、動機づけられ、望ま
しいとされ、選択せざるを得ない「自己の体制」として立ち現れてくると主張する。 
次に、著者は、その社会的機能として、就職活動における不透明性の低減機能、職業移
行に対する個人的動機付けの支援・調整機能、社会問題の個人化機能の 3 点を挙げる。第
一に、自己分析は、自由化・多様化した新規大卒採用市場において、学生と企業に一定の
行動と差異化基準を提示し、就職活動に伴う不透明性を低減させる。第二に、自己分析に
よって導出した自己像が不採用通知という形で否定されることで、別の選択肢（就職先）
に向けて調整する機能を持つ。第三に、自己分析が個人的課題として提示されることによ
って、就職活動の結果が「学生個人がその作業を遂行できていない」という努力不足の問
題として説明されてしまうのである。 
さらに、就職用自己分析マニュアルの執筆には、企業コンサルタントや心理学者といっ
た特定の専門家が権威を有している。このことから、著者は、特定の職業集団が「自己を
めぐる権能」として自己分析を取り巻く環境に影響を与えているという仮説を提出する。 
第四章では、女性向け情報誌・ライフスタイル誌『an・an』が分析される。まず、著者は、
1990 年代以降の「女性の生き方」に関する記事の増加に着目する。1980 年代までは、化粧
などの外的操作・余暇活動・消費行動が重視され、自己の内面は変革困難・不可能とされ
ていた。しかし、1990 年代から 2000 年代にかけて、「内面の技術対象化」が起こり、日常
生活のあらゆる事項が自己について考える素材となる「日常生活の『自己テクノロジー』
化」が生じてきたと述べられる。 
また、記事の内容は、従来の男性中心的価値観や女性観への抵抗・揺らぎはほぼ見られ
ず、非常に「べた」な「女性らしさ」が追求されたものである。この点から、著者は、『an・
an』にみられる「自己テクノロジー」は純粋な「自己の再帰的プロジェクト」を促すわけで
はなく、一定の「再帰性の打ち止まり点」を示し、「自己と自己との関係」の調整を促して
いるという仮説を提示する。さらに、『an・an』における発言・指導の担い手は、特定の職
種に限定されず、様々な職業や立場の人からなる「複合体」として構成されているという
見解が示される。 
 第五章では、1990 年代後半以降の労働や教育に関する「力（能力）」をめぐる言説の増加
に着目し、ビジネス誌が啓発する能力と「自己の体制」との関わりについて議論される。
著者は、「力」語の新造において求められる自己のあり方から「内面の技術対象化」が生じ
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ていることを指摘する。つまり、ビジネスに関する事項を変革・強化可能なものとしての
能力・技術へと意識的に転換し、自己の内面に働きかけ、「自己の自己との関係」を調整す
るのである。そして、ビジネスに関する限りという条件の下で、日常生活の自己テクノロ
ジー化が定着していく。 
そして、「力」をめぐる権能の偏在・流動性については、メディアの制作プロセスにおい
て、編集者と特定の職業集団が相補的に結合することで、自己をめぐる問いに対する権能
を有する主体が流動的に変動していると述べる。 
 
2.3 本書の結論 
終章では、これまでの分析を踏まえた課題検討を通して、自己啓発メディアの共通点が
述べられている。第一の課題については、自己啓発メディアが構築する自己テクノロジー
は中核的志向として「内面の技術対象化」を有するとされる。自己啓発メディアは、人々
に自己の内面を技術的に管理・変革・調整可能な対象として認識させる機能があることが
考察された。 
第二の課題に関しては、自己啓発メディアは、「自己と自己との関係」を技術的に調整す
る過程で、特定の文脈において構成された基底的参照項を提供し、それらを再生産する機
能を持つメディアであると述べられる。つまり、自己啓発メディアの提供する自己テクノ
ロジーは、ただ自己を調整・コントロールするだけのテクノロジーではなく、最も私的な
領域といえる「自己と自己との関係」を媒介することによって、社会の価値観を再生産す
る機能を有しているのである。 
第三の課題については、特定の職業集団が固定的な権能を有するわけではなく、様々な
職業集団や人々が「権能複合体」として流動的に構成され、自己をめぐる問いを権威的に
発信し、提供していくとされる。そこでは、自己のあり方を断定し、支配的な影響を及し
ていく権威の存在が積極的に求められる。 
以上から、現代社会における自己啓発メディアとは、自己テクノロジーを提供し、自己
の内面を技術的に管理・変革・調整していく対象として構築可能であるという感覚を社会
に浸透させるメディアであるといえる。さらに、自己啓発メディアは、どこまでも自己に
向き合うことを要請する「自己の体制」を創り出し、自己をめぐる問いを活性化・再生産
し続けてきたメディアなのである。 
 
３ 本書の評価 
  
以下では、本書の先行書評を踏まえたうえで、本書の社会学的研究意義とその射程の限
界について述べる。 
 
3.1 文化社会学的アプローチと心理主義化の実証的検討 
本書の社会学的研究意義を評価するにあたって、既に先行する書評として、山田陽子
（2012）と加藤隆雄（2012）が挙げられる。山田は、「自己啓発メディア」という分析対象
の新奇性とそれに対する分析手法を評価している。この点は、加藤も膨大な文献資料を収
集し、丹念な分析が行われているとして同様の評価を行っている。 
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一方で、両者は次の問題点を指摘する。まず、山田は、本書において援用された概念と
分析から考察された自己に関する知識・技法や自己のあり方は、どのような点が共通し、
異なるのかが明確に論じられていないとする。他方で、加藤が指摘するのは、強力な理論
枠組の構築によって、資料外在的な解釈枠組を用いずに内在的にテクスト分析が突き詰め
られており、テクスト独自の構造の析出ではなく、設定されていたカテゴリーに抽出した
要素を分類しながら落とし込む手法とみなされうる危険性がある点である。 
さらに、両者は、自己啓発メディアの受け手研究の必要性も指摘する。この指摘は、著
者自身が今後の課題と述べている（本書: 259）ことから、筆者も同意できる。この点につ
いては、次節において詳しく議論する。ただ、本書の目的は、自己啓発メディアの分析を
通して、どのような自己テクノロジーが構築され、社会へ拡散していくのかを明らかにす
ることにある。したがって、本節では、本書の研究アプローチに焦点を当て、本書の社会
学的研究意義を考えたい。 
著者によると、従来の自己の語りや自己啓発メディアに関する研究では、どのように自
己をめぐる問いに関する知識・技法が構成されるのかという内的論理については明確に述
べられてこなかったという。しかし、著者はこれらの研究の成果についても認めている。
その中でも、「心理主義化」「心理学化」議論は本書の着想の重要な起点であると述べ、現
代社会における自己啓発の高まりも「心理主義化」に関わる現象であるという見解を示し
ている（本書: 21-2）。 
本稿では詳しく議論できないが、この議論の代表的論者である森真一は、「“心理主義化”
とは、心理学や精神医学の知識・技法が多くの人々に受け入れられることによって、社会
から個人の内面へと人々の関心が移行する傾向、社会的現象を社会からではなく個々人の
性格や内面から理解しようとする傾向、および『共感』や相手の『きもち』あるいは『自
己実現』を重視する傾向」と定義する（森 2000: 9）。 
しかし、筆者は、これらの研究の重要性を指摘しながらも、次の２点に批判的なまなざ
しを向ける1。第一に、学術研究としてのアカデミック心理学と「人々のニーズに応える言
説」としてのジャーナリスティックなポップ心理学という区分に立つ、従来の心理学史の
見方への批判である（牧野 2007: 59-60）。著者は、学校や企業におけるカウンセラーを研究
対象とする場合を例に挙げ、二項対立的な分類を行うことは一見明快な区分のようである
が、実際にどこまでがアカデミック心理学の領域であり、ポップ心理学の領域であるのか
という区分判断は困難であることを指摘する。 
第二に、「『心理主義化』『心理学化』という文化事象を、その外在的変数によって説明し
ようとする向きが強く、そのことによって文化的事象の自律的なダイナミクスを看過して
いる面がある（本書: 22）」という。このような背景から、この 2 点を克服しようとするア
プローチとして、イギリスの社会学者である N・ローズの「こころの科学」のアプローチが
採用される。著者は、ローズの立場について次のように述べている。 
                                                  
1 「心理主義化」という現象自体が掘り下げられることなく、社会背景的もしくは個人の内
面的・本質的な要因に終着してしまうような議論が少なくないのである。ただし、著者
は、「心理主義化」論は、「心理主義化」という現象がどのように社会に浸透するのかを
理解する際に有効性を発揮することは認めており、議論の説明能力を完全に否定してい
るわけではない。 
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一方で、両者は次の問題点を指摘する。まず、山田は、本書において援用された概念と
分析から考察された自己に関する知識・技法や自己のあり方は、どのような点が共通し、
異なるのかが明確に論じられていないとする。他方で、加藤が指摘するのは、強力な理論
枠組の構築によって、資料外在的な解釈枠組を用いずに内在的にテクスト分析が突き詰め
られており、テクスト独自の構造の析出ではなく、設定されていたカテゴリーに抽出した
要素を分類しながら落とし込む手法とみなされうる危険性がある点である。 
さらに、両者は、自己啓発メディアの受け手研究の必要性も指摘する。この指摘は、著
者自身が今後の課題と述べている（本書: 259）ことから、筆者も同意できる。この点につ
いては、次節において詳しく議論する。ただ、本書の目的は、自己啓発メディアの分析を
通して、どのような自己テクノロジーが構築され、社会へ拡散していくのかを明らかにす
ることにある。したがって、本節では、本書の研究アプローチに焦点を当て、本書の社会
学的研究意義を考えたい。 
著者によると、従来の自己の語りや自己啓発メディアに関する研究では、どのように自
己をめぐる問いに関する知識・技法が構成されるのかという内的論理については明確に述
べられてこなかったという。しかし、著者はこれらの研究の成果についても認めている。
その中でも、「心理主義化」「心理学化」議論は本書の着想の重要な起点であると述べ、現
代社会における自己啓発の高まりも「心理主義化」に関わる現象であるという見解を示し
ている（本書: 21-2）。 
本稿では詳しく議論できないが、この議論の代表的論者である森真一は、「“心理主義化”
とは、心理学や精神医学の知識・技法が多くの人々に受け入れられることによって、社会
から個人の内面へと人々の関心が移行する傾向、社会的現象を社会からではなく個々人の
性格や内面から理解しようとする傾向、および『共感』や相手の『きもち』あるいは『自
己実現』を重視する傾向」と定義する（森 2000: 9）。 
しかし、筆者は、これらの研究の重要性を指摘しながらも、次の２点に批判的なまなざ
しを向ける1。第一に、学術研究としてのアカデミック心理学と「人々のニーズに応える言
説」としてのジャーナリスティックなポップ心理学という区分に立つ、従来の心理学史の
見方への批判である（牧野 2007: 59-60）。著者は、学校や企業におけるカウンセラーを研究
対象とする場合を例に挙げ、二項対立的な分類を行うことは一見明快な区分のようである
が、実際にどこまでがアカデミック心理学の領域であり、ポップ心理学の領域であるのか
という区分判断は困難であることを指摘する。 
第二に、「『心理主義化』『心理学化』という文化事象を、その外在的変数によって説明し
ようとする向きが強く、そのことによって文化的事象の自律的なダイナミクスを看過して
いる面がある（本書: 22）」という。このような背景から、この 2 点を克服しようとするア
プローチとして、イギリスの社会学者である N・ローズの「こころの科学」のアプローチが
採用される。著者は、ローズの立場について次のように述べている。 
                                                  
1 「心理主義化」という現象自体が掘り下げられることなく、社会背景的もしくは個人の内
面的・本質的な要因に終着してしまうような議論が少なくないのである。ただし、著者
は、「心理主義化」論は、「心理主義化」という現象がどのように社会に浸透するのかを
理解する際に有効性を発揮することは認めており、議論の説明能力を完全に否定してい
るわけではない。 
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つまり、ローズは、人間の内面を扱う諸学問において理論と応用は不可分であると考え、
人間精神を扱うさまざまな領域とエージェントを包括的にとらえようとする立場をとる。
そして、ローズは、様々な実践的目標の上に自らの役割を見出す「こころの科学」のあ
り方を抽出するために、「指導のマニュアル、検査・評価の手続き、診断と分類の規範、
セラピーと矯正の技術」、「対象の技術化、命名、理論化、説明の方法」といった「専門
技術 expertise」として「こころの科学」を定位する。（牧野 2007: 59） 
 
著者によると、N・ローズは、「こころの科学」がどのような社会的役割を果たし、何を
「問題化」しようとする技術なのかに着目することによって、その効果を社会的要因に還
元することなく、その独自の論理や実践性を記述しようとする。 
上記の点を踏まえると、本書が採用するアプローチは、自己啓発メディアという文化の自
律性に重点を置く文化社会学的アプローチであることが確認される。言い換えれば、自己
啓発メディアに内在する自己テクノロジーを実証的に読み解き、どのように「自己の体制」
が構築されるのかを明らかにしようとするアプローチである。 
以上の研究アプローチについての検討から、本書の社会学的研究意義は、自己啓発メデ
ィアという文化表象体を分析対象とすることで、自己をめぐる問いやまなざし、「自己テク
ノロジー」がどのように社会へ拡散し、個人を取り込もうとするのかを実証的に描き出し
た点にあると考えられる。本書で問われるのは、特定の「自己」が語られる社会背景でも、
ある社会において語られる「自己」そのものでもない。本書が問うのは、現代社会におい
て、どのように自己をめぐる問いが創出され、それに関する知識・技法が個人に実践可能
なものとして構成され、拡散していくのかである。この点に、本書の社会学的研究意義が
あると同時に、研究の独自性が発揮されている。 
 
3.2 自己を問い直す――他者のまなざしや個人が所属する集団・環境との関係性の中で 
本書では、自己の内面を変革・管理・調整可能なものとして働きかける知識・技術が構
築され、徹底的に自己と向き合うことが要請されていく社会のあり様が描き出された。こ
の社会のあり様とは、こうした社会の要請に応じて「自分とは何か」について真面目に考
えていくこと自体ではなく、「自分とは何かについて真剣に考えたい、考えなければならな
い」と人々に思わせる社会のあり様自体を意味する。しかし、私たちは日常生活の中で、
どこまで「真剣に」自己と向き合っているといえるだろうか。本節では、本書の「効用」
に着目し、この筆者の疑問をもとに本書の射程の限界について考えていく。   
著者は、現代の自己啓発を「自己のあり方をめぐるゲーム」として捉え、次のように述
べる。 
 
ゲームに挑むことばかりが唯一の選択肢ではないこと、ゲームから「降りる」ことも
一つの選択肢としてありうるのだということ、完全には降りられなくともゲームのル
ールを知ることで「一休み」もしくは「中抜け」できるのだということ、場合によっ
ては「違うゲームを始める」ことができるかもしれないことをそれぞれ示すこと、こ
れが本書がもたらす効用になると考えられる。（本書: 257） 
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著者は、上記のような社会の構成を明らかにすることで、自己をめぐる問いに取り組み
続けることに対して生きづらさを感じる人々にそれを回避することも選択肢の一つである
と示そうとしたと思われる。ただし、著者は、自己啓発によって日々の生活に充実感や救
いを得ている人々の存在を否定しているわけではない。むしろ、日常のあらゆる場面で自
分自身を問い直し、コントロールしていくように水路づけられていく社会の構成を問題視
したのである。本書の社会学的研究意義は、現代社会における自己啓発の高まりの中で、
こうした自己のあり方をめぐるゲームの仕組みを明らかにしようとした点にあるといえる。 
 次に、本書における自己啓発メディアに関わる人々には、日常生活の中で自己と向き合
い続けるということを前提に、2 種類のタイプが想定されていると思われる。第一に、自己
啓発メディアを使用し、自らを問い直すことによって生活に充実感や救いを得る人々であ
る。つまり、先のゲームの例を用いれば、彼らは即座にルールに適応することが可能なタ
イプといえる。第二に、自己啓発に取り組むことを強制されていると感じており、そこか
ら回避可能であると示されることで救われる人々である。彼らは、ゲームのルールに上手
く適応できず、「一休み」「中抜け」もしくは「違うゲームを始める」人々である。 
ここでは、どちらのタイプにおいても、人々は強力に自己啓発メディアを受容している
と思われる。つまり、本書では、本人が望むと望まぬとも、自己啓発メディアの論理に強
力に絡めとられていくような主体が想定されているのである。たしかに、現代社会におい
ては、私たちは自らの人生を自分自身で選択していかなければならず、かつてないほどに
「自己」というものが意識され、問い直すことが求められている点には同意できる。しか
しながら、日常生活において、果たしてどれだけの人々が、本書が考察したように、自己
啓発メディアを受容しているのかについては疑問が残る。例えば、著者が示したように、
自己啓発メディアを積極的に活用する人もいれば、それを使わなくてもいいと理解してい
てもなお放棄できない人や、またそれとは別にそもそも自己啓発メディアを使用しないと
いう選択肢を選ぶ人もいるだろう。本書と実際の社会の動きを考えたとき、本書が明らか
にした自己啓発メディアが有する自己テクノロジーの構築と発展を、そのまま現代社会に
生きる人々の変化として捉えられることはできるのだろうか。そして、筆者は、本書にお
いて明らかにされた社会と実際に私たちが生きる社会には、重なる部分があると同時に「ズ
レ」も生じていると考える。 
では、この「ズレ」とは一体何なのだろうか。まず、筆者は、「自己を問い直す」という
行為には 2 つの側面があると考える。第一に、自己啓発メディアを用いることによって、「自
己と自己との関係」を問い直すことである。それによってあらゆる問題が「自己と自己と
の関係」に集約されていく。第二に、個人の周りに存在する他者や個人が所属する集団・
環境との関係性の中で、自己を問い直していくことである。現代社会において、私たちが
自己を問い直していくときには、どちらか一方のみでなく、この 2 つの側面が相互に影響
し合っているのではないだろうか。本書においては、第一の側面を重視し過ぎるあまり、
第二の点についてほとんど触れられていない。この点こそが、本書の射程の限界であると
思われる。 
これまで確認してきたように、本書の目的は、自己啓発メディアの内的論理を読み解く
ことであった。しかし、現代社会において、なぜこんなにも「自己」あるいは「個人」と
いうものが意識され、問い直されているのかを問題視する場合には、本書が明らかにした
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著者は、上記のような社会の構成を明らかにすることで、自己をめぐる問いに取り組み
続けることに対して生きづらさを感じる人々にそれを回避することも選択肢の一つである
と示そうとしたと思われる。ただし、著者は、自己啓発によって日々の生活に充実感や救
いを得ている人々の存在を否定しているわけではない。むしろ、日常のあらゆる場面で自
分自身を問い直し、コントロールしていくように水路づけられていく社会の構成を問題視
したのである。本書の社会学的研究意義は、現代社会における自己啓発の高まりの中で、
こうした自己のあり方をめぐるゲームの仕組みを明らかにしようとした点にあるといえる。 
 次に、本書における自己啓発メディアに関わる人々には、日常生活の中で自己と向き合
い続けるということを前提に、2 種類のタイプが想定されていると思われる。第一に、自己
啓発メディアを使用し、自らを問い直すことによって生活に充実感や救いを得る人々であ
る。つまり、先のゲームの例を用いれば、彼らは即座にルールに適応することが可能なタ
イプといえる。第二に、自己啓発に取り組むことを強制されていると感じており、そこか
ら回避可能であると示されることで救われる人々である。彼らは、ゲームのルールに上手
く適応できず、「一休み」「中抜け」もしくは「違うゲームを始める」人々である。 
ここでは、どちらのタイプにおいても、人々は強力に自己啓発メディアを受容している
と思われる。つまり、本書では、本人が望むと望まぬとも、自己啓発メディアの論理に強
力に絡めとられていくような主体が想定されているのである。たしかに、現代社会におい
ては、私たちは自らの人生を自分自身で選択していかなければならず、かつてないほどに
「自己」というものが意識され、問い直すことが求められている点には同意できる。しか
しながら、日常生活において、果たしてどれだけの人々が、本書が考察したように、自己
啓発メディアを受容しているのかについては疑問が残る。例えば、著者が示したように、
自己啓発メディアを積極的に活用する人もいれば、それを使わなくてもいいと理解してい
てもなお放棄できない人や、またそれとは別にそもそも自己啓発メディアを使用しないと
いう選択肢を選ぶ人もいるだろう。本書と実際の社会の動きを考えたとき、本書が明らか
にした自己啓発メディアが有する自己テクノロジーの構築と発展を、そのまま現代社会に
生きる人々の変化として捉えられることはできるのだろうか。そして、筆者は、本書にお
いて明らかにされた社会と実際に私たちが生きる社会には、重なる部分があると同時に「ズ
レ」も生じていると考える。 
では、この「ズレ」とは一体何なのだろうか。まず、筆者は、「自己を問い直す」という
行為には 2 つの側面があると考える。第一に、自己啓発メディアを用いることによって、「自
己と自己との関係」を問い直すことである。それによってあらゆる問題が「自己と自己と
の関係」に集約されていく。第二に、個人の周りに存在する他者や個人が所属する集団・
環境との関係性の中で、自己を問い直していくことである。現代社会において、私たちが
自己を問い直していくときには、どちらか一方のみでなく、この 2 つの側面が相互に影響
し合っているのではないだろうか。本書においては、第一の側面を重視し過ぎるあまり、
第二の点についてほとんど触れられていない。この点こそが、本書の射程の限界であると
思われる。 
これまで確認してきたように、本書の目的は、自己啓発メディアの内的論理を読み解く
ことであった。しかし、現代社会において、なぜこんなにも「自己」あるいは「個人」と
いうものが意識され、問い直されているのかを問題視する場合には、本書が明らかにした
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第一の「自己の問い直し」のあり方だけでなく、第二の「自己の問い直し」のあり方に注
目することが重要ではないだろうか。したがって、次章では、具体的に大学生の就職活動
における自己分析に焦点をあて、なぜ第二の視点が重要なのか、それによってどのような
問題にアプローチできるのかについて議論していく。 
 
４ 現代社会の労働において「自己を問い直す」ということ 
 
 本章では、まず、現代の労働の場における状況と個人のあり方の変化を確認する。そし
て、大学生の就職活動における自己分析の事例をもとに、前章の第２節で述べた、第二の
視点（個人の周りに存在する他者や個人が所属する集団・環境の関係性の中で、自己を問
い直すこと）の重要性について議論する。 
 
4.1 現代の労働の場における自己の管理・調整の高まり 
現代社会における自己啓発メディアは、自己の内面を技術的に管理・変革・調整してい
く対象として構築可能であるという感覚を浸透させていく。繰り返し述べてきたが、本書
は、現代社会における自己テクノロジーの発展と、徹底的に自己と向き合うことが要請さ
れる社会の構成を明らかにした。さらに、その「効用」として、自己をめぐる問いに取り
組み続けることに生きづらさを感じる人々に対して回避可能性を示した。 
本書の第三章や第五章からわかるように、自己テクノロジーは現代社会の労働の場にも
拡散しており、労働をめぐる状況と相互に影響し合っている。日本社会では、1990 年代前
半のバブル崩壊を契機として、日本的雇用システムが揺らぎ始め、労働市場の再編が生じ
ている。その表れとしては、正規雇用採用の厳選化と非正規雇用の拡大から、企業の雇用
及び教育システムの変化、教育から職業への移行の自由化・多様化が挙げられる。さらに、
そのような社会の動きに伴い、労働それ自体やそこで求められる能力も変容してきた。個
人が育んできた、性格・感情といった人格的要素が能力とみなされ、絶えず自己をめぐる
問いに取り組み、自己を変革・調整・管理し、人生のあらゆる問題を自己責任で乗り越え
ようとするモデルが推奨されつつあるのである。 
こうした議論に関する先行研究として、本稿では渋谷望と本田由紀の議論を取り上げる。
渋谷は、1980 年代以降の先進国の福祉国家体制の解体と、ネオリベラリズム（新自由主義）
という価値観の浸透に注目する。そして、フーコーの議論を援用し、現代社会では、福祉
国家体制の下での画一的な働き方／生き方、および規格化された主体とは異なる新たなネ
オリベラリズムの主体が形成されているとして以下のように主張する。 
 
しかし、ネオリベラリズムはたんなる経済政策ではなく、新しい主体のあり方－あ
るいは新しい生き方－を要請している。この主体は、自己責任的、能動的であり、
自己実現を尊重する、そうした主体である。（渋谷 2011: 456） 
 
渋谷は、このような主体をアントレプレナー的主体として広義の意味で解釈することに
よって、現代社会における労働者を疑似的アントレプレナーと捉え、議論を進めていく。
このような主体は、働くことを通して、積極的にリスクを引き受け、自分らしさを追求し
9 
 
ようとする主体である。このことから、その批判的側面として、「アントレプレナー的、自
己実現的な主体化は不断に自己を駆り立てる側面がある」ことが指摘される（渋谷 2011: 
461）。 
次に、本田は、現代の日本社会はハイパーメリトクラシー化が進展していると主張する。
そして、本田はそのような社会において重視される能力について次のように述べる。  
 
より具体的にいえば、学校教育における知的な側面での学習成果（「学力」）およびそ
の証明としての教育上の履歴（「学歴」）は、いまだ社会的地位の選抜・配分において
重要なものであり続けている。しかし、それだけ
．．
では、社会の中で自分の立場を、そ
れもできるだけ望ましい立場を確保する上で、十分ではなくなってきているのだ。メ
リトクラシーの指標としての教育達成に加えて、「ポスト近代型能力」に該当するさま
ざまな不定形の能力が、これまでよりもはるかに明示的な形で要請されるようになっ
てきていると考えられるのだ。（本田 2005: 25-6）  
 
つまり、近代からポスト近代への移行に伴い、産業構造が規格化・標準化されたものか
ら、より柔軟的・流動的になることで、標準化された知識内容の習得度や知的操作の速度、
集団での協調性・同質性といった能力に加えて、個々人に応じて多様であり、かつ意欲な
どの情動的な部分を多く含む能力が求められるようになるのである（本田 2005: 22）2。本
田によると、現代社会において評価対象となる能力は、教育によって習得可能な標準的能
力とは異なる、「個々人の生来の資質か、あるいは成長する過程における日常的・持続的な
環境要件によって決まる部分が大きい」ポスト近代型能力であるという（本田 2005: 23-4）。
例えば、主体性・多様性・創造性・コミュニケーション力などが挙げられる。 
以上の先行研究から、労働の場においても「自分らしさ」や「主体性のある自己」が求
められる傾向が強まっていることが理解される。そして、この議論を本書に関連させれば、
自己啓発メディアは、「自分らしさ」「主体性のある自己」を導出するツールであると同時
に、「自分がどのようになりたいか、そのためにはどうしたらいいのか」を自然と考えさせ
る機能を有しているといえる。次節では、大学生の就職活動における自己分析を事例に、「自
己を問い直すこと」について考える場合に、なぜ第二の視点が重要なのかについて述べる。 
 
4.2 大学生の就職活動における自己分析 
はじめに確認しておくと、筆者が本稿で提示した「自己を問い直す」ことの第二の視点
とは、個人の周りに存在する他者や個人が所属する集団・環境の関係性の中で、自己を問
い直すことである。 
本書でも取り上げられていた大学生の就職活動における自己分析を例に考えてみよう。
近年の就職活動の過程において、自己分析は第一ステップとして位置づけられる。程度の
                                                  
2 ただし、この本田の議論は、現代の日本社会の労働の変化を捉えようといている点は評価
できるが、非常に抽象的な議論であるため、具体的にハイパーメリトクラシー的能力が
どのような能力なのか、またそれらはメリトクラシーとどのような関連性があるのかと
いった点についての詳細な議論がなされておらず、今後さらなる検討が必要な議論であ
る。 
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力とは異なる、「個々人の生来の資質か、あるいは成長する過程における日常的・持続的な
環境要件によって決まる部分が大きい」ポスト近代型能力であるという（本田 2005: 23-4）。
例えば、主体性・多様性・創造性・コミュニケーション力などが挙げられる。 
以上の先行研究から、労働の場においても「自分らしさ」や「主体性のある自己」が求
められる傾向が強まっていることが理解される。そして、この議論を本書に関連させれば、
自己啓発メディアは、「自分らしさ」「主体性のある自己」を導出するツールであると同時
に、「自分がどのようになりたいか、そのためにはどうしたらいいのか」を自然と考えさせ
る機能を有しているといえる。次節では、大学生の就職活動における自己分析を事例に、「自
己を問い直すこと」について考える場合に、なぜ第二の視点が重要なのかについて述べる。 
 
4.2 大学生の就職活動における自己分析 
はじめに確認しておくと、筆者が本稿で提示した「自己を問い直す」ことの第二の視点
とは、個人の周りに存在する他者や個人が所属する集団・環境の関係性の中で、自己を問
い直すことである。 
本書でも取り上げられていた大学生の就職活動における自己分析を例に考えてみよう。
近年の就職活動の過程において、自己分析は第一ステップとして位置づけられる。程度の
                                                  
2 ただし、この本田の議論は、現代の日本社会の労働の変化を捉えようといている点は評価
できるが、非常に抽象的な議論であるため、具体的にハイパーメリトクラシー的能力が
どのような能力なのか、またそれらはメリトクラシーとどのような関連性があるのかと
いった点についての詳細な議論がなされておらず、今後さらなる検討が必要な議論であ
る。 
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差はあるが、多くの学生が何らかの形で自己分析と呼ばれる作業を行ったことがあるだろ
う。しかし、自己分析に取り組んだからといって、それが内定獲得に直接的につながると
考えている学生は少数であり、むしろ自己分析に取り組むことを疑問視する学生の方が多
いかもしれない。それでも実際には、就職活動に成功した（何を成功とするかは本稿では
議論しない）例として取り上げられる学生のほとんどが自己分析の重要性を語る。また、
大学のキャリアセンターや就職支援業による就職説明会等では、「これまでの自分の経験を
振り返れば本当の自分が見つかる」「本当の自分、ありのままの自分で就職活動に臨めば内
定が得られる」「就職活動では自己分析が必須だ」「就職活動の成否は自己分析で決まる」
と叫ばれる。 
ここで、筆者の個人的経験について触れておきたい。筆者自身、どのように就職活動を
行っていけばいいのかという不安から自己分析に取り組みはじめた。そして、実際にやっ
てみると、それが面接の成功や内定獲得につながるかは別問題としても、何か不安がやわ
らいでいくような感覚はあった。しかし、そうした安心も選考に落選するたびに失われて
いく。さらに、同じく就職活動を続ける友人や内定を獲得した友人と話す中で、自分がど
んな経験をしてきたかではなく、面接の場においていかに相手を引きつけながら話をでき
るかが重要であると言われ、徐々に自己分析に取り組むことの必要性に疑問を抱き始めた。
それでも取り組み続けたのは、「自分がどういう人間なのかわからない」からではなく、取
り組み続けなければ就職活動自体を放棄したとみなされてしまうのではないかという思い
があったからである。また、就職セミナーや大学のキャリアセンターの人に「自己分析を
もう一度やってみよう」「もっと自分を見直してみよう」といった言葉をかけられ、「自分
はどういう人間なのか、また自分はどんな能力を持っているのか」を繰り返し問い直す作
業は、「落選したのは自分自身に能力がないからだ」といった気持ちになり、精神的な負担
が大きいものであった。 
筆者は、自らの経験から、次の２点に気付かされた。第一に、就職活動における自己分
析は、自分の過去の経験と現在の状況から自分を問い直すと同時に、キャリアセンターや
志望企業が求める人材像をいかに内面化し、自分の経験と接合して客観的な「自己」を形
成できるかが重要になるという点である。第二に、現代の就職難の問題は学生自身の精神
の弱さがその理由として挙げられることも少なくない。しかし、自己分析が「役立つもの」
として与えられ、個人が「役立つもの」として受容しようとすることそれ自体が、個人の
責任による失敗や「努力が足りないからだ」といったような自己責任の論理を前面に押し
出し、1990 年代のバブル崩壊以降の日本の雇用・就職システムの再編や、教育システムの
変化といった個人では解決困難な構造的問題を不可視化する可能性がある。 
では、自己分析や自己理解を出発点する就職活動の問題点は何だろうか。それは、次の
2 点があると考えられる。第一に、面接の合否は、いかに自分に関する言説を操り、面接官
にアピールすることができるかによって主に決定されるため、自己分析を行ったか否かは
客観的には判断できない点である。また、実際に企業が行う面接は、数分、数十分のやり
取りであり、そこから本田が主張したような能力の有無を判断することは困難であるし、
個人の本質にかかわるために面接官の主観的な判断が強くなる可能性が高いのである。小
山治は、この企業の採用基準が不明確になるメカニズムについて採用基準仮説として以下
のように述べる。  2 
 
 
企業の採用基準が不明確になるメカニズムとして、①面接の場面では、よい評価を得
ようとする学生の行動と学生の能力を正確に判定しようとする企業の行動が合成され
た結果、評価用紙記載の評価項目以外の要素も拡張的に評価対象とならざるをえなく
なること（「採用基準の拡張」）、②採用活動時期と採用枠（採用計画数）の充足状況に
応じて、採用基準が揺れ動くということ（「採用基準の境界変動」） （小山 2010: 218） 
 
この小山の仮説が正しいとすれば、採用基準には不透明な要素が多く含まれており、自
己分析を行ったか否かは、学生を選別する上での公正な基準とはいえず、むしろ他者のま
なざしが重視されている。もちろん、本稿では、一方的に企業の採用基準の不透明さその
ものを非難したいわけではない。しかし、この不透明さのために、自己分析が過剰に推し
進められることを指摘したいのである。 
次に、第二の問題について、具体的には就活自殺が挙げられる。経済学者の森岡孝二は、
就活自殺の問題について２つの事例を取り上げる（森岡 2013: 101-4）。そこでは、面接で落
とされるたびに、志望動機や自己 PR を練り直し続け、「キャラ」を演じ続けなければなら
ないことや、内定を獲得しても「この会社でいいのか、他に選択肢は無いのか」といった
ことに悩む学生たちの実態が述べられている。さらに、森岡は、こうした状況の中で、学
生たちに「のしかかっている重荷は就職の困難だけではない」と指摘する。例えば、家族
の経済状況や自分自身の奨学金の返還の問題などがある。そして、森岡は、こうした状況
は個人的な弱さや個人的不幸ではないことを強調し、近年の就活自殺の問題の背景を次の
ように主張する。 
 
  筆者は四十年以上にわたって大学教員として学生に接してきたが、今日ほど雇用環境
が悪化し、学生が就職活動において弱い立場に置かれたことはなかった。若者の過労
自殺や学生の就活自殺は、若者や学生だけの問題ではない。ことは日本の労働者の総
体、したがって労働者階級がかつてなく弱い立場に置かれるようになってきたことの
反映であり、結果である。（森岡 2013: 104） 
 
筆者の個人的経験と、森岡と小山の議論から考えると、「自己を問い直す」ということは、
自己の内部に留まらず、その外部の様々な問題へと接続され、他者や集団・環境の中で行
われていくものであると考えられる。つまり、自己の問い直しは、自分自身と社会・他者
との関係を行き来しながら行われる相互的な行為なのである。以上から、現代社会におい
て、なぜこんなにも「自己」や「個人」が意識され、問い直されるのかを考えるうえで、
本書が指摘した第二の視点は重要である。そして、本書の視点と合わせ、他者のまなざし
や個人が所属する集団・環境との関係性の中で自己は問い直されていくという視点を持つ
ことによって、現代社会を生きる個人が抱える生きづらさや問題に対してアプローチして
いくことが可能になるだろう。 
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企業の採用基準が不明確になるメカニズムとして、①面接の場面では、よい評価を得
ようとする学生の行動と学生の能力を正確に判定しようとする企業の行動が合成され
た結果、評価用紙記載の評価項目以外の要素も拡張的に評価対象とならざるをえなく
なること（「採用基準の拡張」）、②採用活動時期と採用枠（採用計画数）の充足状況に
応じて、採用基準が揺れ動くということ（「採用基準の境界変動」） （小山 2010: 218） 
 
この小山の仮説が正しいとすれば、採用基準には不透明な要素が多く含まれており、自
己分析を行ったか否かは、学生を選別する上での公正な基準とはいえず、むしろ他者のま
なざしが重視されている。もちろん、本稿では、一方的に企業の採用基準の不透明さその
ものを非難したいわけではない。しかし、この不透明さのために、自己分析が過剰に推し
進められることを指摘したいのである。 
次に、第二の問題について、具体的には就活自殺が挙げられる。経済学者の森岡孝二は、
就活自殺の問題について２つの事例を取り上げる（森岡 2013: 101-4）。そこでは、面接で落
とされるたびに、志望動機や自己 PR を練り直し続け、「キャラ」を演じ続けなければなら
ないことや、内定を獲得しても「この会社でいいのか、他に選択肢は無いのか」といった
ことに悩む学生たちの実態が述べられている。さらに、森岡は、こうした状況の中で、学
生たちに「のしかかっている重荷は就職の困難だけではない」と指摘する。例えば、家族
の経済状況や自分自身の奨学金の返還の問題などがある。そして、森岡は、こうした状況
は個人的な弱さや個人的不幸ではないことを強調し、近年の就活自殺の問題の背景を次の
ように主張する。 
 
  筆者は四十年以上にわたって大学教員として学生に接してきたが、今日ほど雇用環境
が悪化し、学生が就職活動において弱い立場に置かれたことはなかった。若者の過労
自殺や学生の就活自殺は、若者や学生だけの問題ではない。ことは日本の労働者の総
体、したがって労働者階級がかつてなく弱い立場に置かれるようになってきたことの
反映であり、結果である。（森岡 2013: 104） 
 
筆者の個人的経験と、森岡と小山の議論から考えると、「自己を問い直す」ということは、
自己の内部に留まらず、その外部の様々な問題へと接続され、他者や集団・環境の中で行
われていくものであると考えられる。つまり、自己の問い直しは、自分自身と社会・他者
との関係を行き来しながら行われる相互的な行為なのである。以上から、現代社会におい
て、なぜこんなにも「自己」や「個人」が意識され、問い直されるのかを考えるうえで、
本書が指摘した第二の視点は重要である。そして、本書の視点と合わせ、他者のまなざし
や個人が所属する集団・環境との関係性の中で自己は問い直されていくという視点を持つ
ことによって、現代社会を生きる個人が抱える生きづらさや問題に対してアプローチして
いくことが可能になるだろう。 
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５ おわりに 
 
最後に、もう一度、本書の社会学的研究意義とその射程の限界について触れるとともに、
筆者の今後の課題について述べて本稿を締めくくることにする。本稿では、以下の 2 点が
本書の社会学的研究意義であることを示した。第一に、自己啓発メディアを実証的に分析
することを通して、自己啓発メディアが有する自己をめぐる問いに関する知識・技法（＝
自己テクノロジー）がどのように拡散しているかを明らかにした点である。第二に、自己
啓発メディアによって、自己の内面へと目を向けさせられていく社会の構成を示した点で
ある。その一方で、自己啓発メディアを強力に受容する個人が想定されるあまり、他者の
まなざしや所属する集団・環境との関係性から自己を問い直していこうとする側面に触れ
られていない点に本書の限界があることを示した。以上の点から、本書は自己論の領域を
越えて、労働・教育・ジェンダーといった様々な領域において、自己と向き合うことを求
める社会のあり様を考える契機となると思われる。このことから、やはり、本書の社会学
的研究意義は大きい。 
では、本書から得られた視座は、筆者の今後の研究にどのように引き継いでいくことが
できるだろうか。筆者は、1990 年代以降の日本の労働における「コミュニケーション力・
主体性」といった能力に関するメディア言説の増加に注目し、そうした能力の形成や向上
がどこで／どのように個人に要請されてきたのかといった「能力」の社会的布置に着目し
たいと考える。現代社会において、「能力」が本来的に個人に帰属するものであり、それを
自分自身で変革・管理・調整していくことが求められているとすれば、それは本書が問題
としてきた「自己の体制」や「自己テクノロジー」の問題と切り離せないものだといえる
だろう。 
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〈 1. 書評論文 〉 
1-2. 差別における非対称性の計量研究に向けて 
 
佐藤裕『差別論――偏見理論批判』 
（明石書店、2005 年） 
中島 沙紀 
１ はじめに 
 
1970 年以前には法的権利の剥奪、あるいは経済的格差として理解されてきた差別は、1970
年代以降、抑圧的な関係性における差別に焦点があてられるようになった（坂本 2005）。
関係性における差別は可視化しにくく、差別が個人にしか還元できない問題ではなく、社
会の問題であるということを言明する理論が必要とされている（坂本 2005; 水津 1992; 
橋本 2002）。 
本稿で書評の対象とする佐藤裕の『差別論――偏見理論批判』は、関係性における差別
を理論づけようとした挑戦的な一冊である。本稿では、まず本書の構成と概要について記
述し、次に差別研究の動向と計量研究について論じ、さらにテキスト分析を差別研究にお
いて活用することを提案した。その上で、本書で論じられる排除のモデルが、差別におけ
る関係の非対称性を計量的に扱う上でどのような役割を果し得るかについて検討した。 
 
２ 本書の概要 
  
 本書は、差別とは何か、いかにして差別が生起するのかについて、2 部 7 章構成で論じて
いる。第 1 部理論編（一～四章）では、差別とは何かを定義し、どのように排除が生起す
るのかについて論じている。その上で、これまで差別を説明するために用いられてきた偏
見理論を批判し、本書における差別論による解放の戦略について論じている。第 2 部事例
編（五章～七章）では、小説における差別表現や政治家の差別発言、性別役割を啓蒙する
書籍という事例を通して、理論編に基づいた考察を展開している。 
  
2.1 第一章――差別の定義 
第一章において著者は先行研究における差別の定義をレビューし、その定義を二つのモ
デルに分類している。一つは、差別とは社会的カテゴリーによって異なる扱いをすること
であるという差異モデル。もう一つは、差別とはマジョリティ集団／マイノリティ集団と
いった二つの集団の対立や権力関係であるという関係モデルである。著者は二つのモデル
の特徴について以下のように述べる。 
差異モデルにおける差別の不当性は、「平等・権利」という論理を基礎にしており、客観
的に差別であるかどうかを判断しやすい。その反面、差別の結果のみに着目しているため、
差別者を不可視化してしまっている。その上、不当な結果の原因もまた差別であるという
視点に欠けている。 
